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雲南市告示第４６１号 

 公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の告示 

 次のとおり技術提案書の提出を公募します。 

 

       令和５年８月７日 

雲南市長 石 飛 厚 志 

 

雲南市デジタル航空写真撮影・森林航空レーザ計測等人材育成業務 

プロポーザル実施要領 

（技術提案書提出説明書） 

 

１ 業務概要（提案協議に付する事項） 

（１）委託業務名 

   雲南市デジタル航空写真撮影・森林航空レーザ計測等人材育成業務 

（２）委託期間 

   契約締結日の翌日から令和６年１月３１日まで 

（３）業務仕様 

本業務の実施については雲南市デジタル航空写真撮影・森林航空レーザ計測

等人材育成業務仕様書（以下、「仕様書」という。）のとおりとする。 

（４）提案価格の上限額 

   本業務に関して１，６５０，０００円（消費税及び地方消費税含む）以内

で提案すること。 

（５）選定方法 

   受注候補者の選定は、雲南市プロポーザル方式による建設コンサルタント等

の特定手続きに関する実施要領に準じて、雲南市職員及び識見を有する者等で

構成する選定委員会において、技術提案書に基づくプレゼンテーション等によ

る技術提案評価、参考見積書の価格評価を実施する。 

（６）技術提案審査委員会の構成予定 

   ①委員会 

 市職員８名（税務課１名、防災安全課１名、建設総務課１名、都市計画課
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１名、災害復興調整室１名、農業委員会１名、管財課１名、林業振興課１名） 

   ②事務局 

   雲南市農林振興部林業振興課 

   住所 〒６９９－１３９２ 島根県雲南市木次町里方５２１番地１ 

   TEL （０８５４）４０－１０５６ FAX （０８５４）４０－１０５９ 

 

（７）スケジュール  

内 容 日 程 

公募の開始の公表 令和５年８月７日（月） 

参加表明書に係る質疑の受付締切 令和５年８月１４日（月）17 時まで 

参加表明書に係る質疑への回答予定 令和５年８月１６日（水） 

参加表明書提出期限 令和５年８月１８日（金） 

参加資格の審査 令和５年８月２１日（月） 

技術提案書の作成依頼 令和５年８月２２日（火） 

技術提案書に係る質疑の受付締切 令和５年８月２５日（金）17 時まで 

技術提案書に係る質疑への回答予定 令和５年８月２８日（月） 

技術提案書提出期限 令和５年８月３１日（木） 

技術提案書審査会（書類選考等）予定 令和５年９月６日（水） 

受注候補者及び次点受注候補者の決定予定 令和５年９月７日（木） 

契約締結 令和５年９月中旬 

（８）特記事項 

   １事業者１提案とし、１事業者から複数の提案は認めない。 

 

２ 参加資格要件 

 本プロポーザルに参加しようとする者は、次の各号に掲げるすべての要件を満た

す者であること。 

（１）島根県内に本社または入札・契約に関する権限を委任された営業所を有する 

こと 

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな
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い者であること 

（３）無人航空機操縦者技能証明の取得が可能な講習機関であり、国土交通省の登

録講習機関に登録されていること。 

（４）担当技術者として国家ライセンス登録講習機関講師及び国家ライセンス実施

修了審査員の資格を有する者を配置できること。 

（５）本市が実施する入札について、指名停止の措置を受け、公告日においてその

措置の期間が満了していない者でないこと  

（６）国税及び地方税の滞納がないこと 

（７）次の各号のいずれにも該当しない者であること 

 ア 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定に基づく破産の 

申立てがなされている者 

 イ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続きの 

申立てがなされている者 

 ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続きの 

申立てがなされている者 

 エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。 

以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団 

 オ 役員等が暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

 

３ 参加表明書の提出 

 本業務に関して参加意思がある場合は、次により参加表明書を提出するものとす

る。 

（１）提出書類 

   参加表明書（様式第１号）    

（２）提出期限 

   令和５年８月１８日（金）17 時まで（必着） 

（３）提出先 

   事務局 雲南市 農林振興部 林業振興課 

   担 当 主幹技師 山本章平 
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   〒６９９－１３９２ 島根県雲南市木次町里方５２１番地１ 

   電 話 番 号：（０８５４）４０－１０５６ 

   ファックス：（０８５４）４０－１０５９ 

   ※開庁時間は土日祝日を除く 8 時 30 分から 17 時 15 分まで 

（４）提出方法 

   持参又は郵送により提出すること。 

   なお、郵送の場合は、簡易書留郵便（宅配便可）によること。 

   ※必要事項を記入し、代表者印を押印の上、提出すること。 

   ※参加表明書を郵送提出した事業者は、提出期限までに、事務局に電話で到 

着を確認すること。 

 

４ 質問書の提出 

 本案件に対する質問は、質問の趣旨及び内容記載の上、電子メールで送信するこ

と。質問内容及び回答については電子メールにより通知する。 

（１）提出様式 質問書（様式第２号） 

（２）提出期限 

①参加表明に係る事項 令和５年８月１４日（月）17 時まで（必着） 

②技術提案に係る事項 令和５年８月２５日（金）17 時まで（必着） 

（３）提出先 上記３ （３）に同じ 

（４）提出方法 電子メール：yamamoto-shohei@city.unnan.shimane.jp 

   ※提出期限までに、事務局に電話で到着を確認すること。 

（５）予定回答日 

①参加表明に係る事項 令和５年８月１６日（水）17 時までに一括回答予定 

   ②技術提案に係る事項 令和５年８月２８日（月）17 時までに一括回答予定 

 

５ 技術提案書等の提出 

 提出期限までに技術提案書等が提出されなかった場合、本案件の参加は認められ

ない。 

 また、企画提案の参加を辞退する場合は、辞退届（様式第９号）を事前に提出す

ること。 
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 ※技術提案書等を郵送で提出した事業者は、提出期限までに、事務局に電話で到 

着を確認すること。 

（１）技術提案書の内容 

   別添業務仕様書に基づき、次に掲げる事項に対して技術提案書を作成するこ

と。 

①表紙（様式第３号） 

 提出者及び連絡担当者を記載し、代表者部分に押印のうえ、技術提案書表 

紙とすること。 

②会社概要（様式第４号） 

 名称、代表者の氏名、所在地、経営状況、業務登録状況などを記載するこ 

と。 

③同種業務の実績（様式第５号） 

 公示日の年度より過去１０ヵ年度において、別添の業務仕様書と同種の実

施業務の実績を記載し、業務実施を証する書面の写し等を添付すること。な

お、同種業務とは、ドローン等の操作技術講習や免許取得のために必要な講

座等、航空写真やレーザ計測等により取得したデータの活用に関する講座等

に係る業務とする。 

④業務の実施体制（様式第６号） 

 本業務に配置する担当技術者を指定して、それらの者が保有する技術者資

格や業務実績などの経歴について詳細に記載するものとする。なお、業務実

績は公示日の年度より過去３ヵ年度のものとする。 

⑥特定テーマ（様式第７号の１から５） 

 仕様書第１９条に記載する業務を実施するための方法などに関して、以下

の５つの特定テーマについて、１テーマにつき A4 サイズ２枚程度、フォン

トサイズは 11 以上で分かりやすく明瞭に記載すること。また、図及び画像

等の添付も可能とする。 

 １ 実施方針、実施フロー及び工程表（様式第７号の１）※１ 

 ２ 無人航空機操縦技能やレーザ計測等に係る技術講習の実施方法又は装

備等について（様式第７号の２） 

 ３ デジタルデータの活用等に関する講習の実施方法について（様式第７
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号の３） 

 ４ 本業務成果の林業及び行政事務等への活用方法と技術提案について

（様式第７号の４）※２ 

 ５ その他提案について（様式第７号の５）※３ 

 ※１ 仕様書に定める事業内容について、実施方法の詳細（場所、講習会

内容、使用機材、指導内容、カリキュラム等）について記載すること。

ただし、⑦で提出する提案価格の範囲内で実施可能な内容とすること。 

※２ 仕様書に定める目的に関する内容にあわせ、林業に関してのみでな

く災害対策や測量業務など、仕様書に定める林業に関する事項以外の

行政事務等への活用に関しても記載すること。 

※３ 提出は任意とする。 

⑦提案価格書の提出（様式第８号の１、２） 

 本業務に係る見積書を作成すること。また、見積の内訳書も同時に作成し、 

添付すること。 

なお、技術提案書は表紙を含めて 30 枚以内とすること。なお、技術提案

書とは別に資料を添付することは可能とする。 

（２）提出期限 

   令和５年８月３１日（木）17 時まで（必着） 

（３）提出部数 

   １２部 

（４）提出先 

   上記３（３）に同じ 

（５）提出方法 

   持参又は郵送により提出すること。なお、郵送の場合は簡易書留郵便（宅配 

便可）によること。 

（６）その他 

 技術提案書が提出された後、選定審査委員会の開催までに必要に応じて内容

の確認を行うことがある。確認については電話または電子メールにより行う。 

 

６ 審査及び選定 
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   技術提案書の審査及び契約予定事業者等の選定においては、本市で設置する 

選定審査委員会において、厳正かつ公平に実施する。 

（１）審査 

 技術提案書等による書類審査及びプレゼンテーションによる審査を実施す

る。 

（２）審査会 

令和５年９月６日（水）を予定。また、審査会において、提出された技術提

案書等の内容についてのプレゼンテーションを求める場合がある。詳細につい

ては後日別途連絡を行う。 

（３）審査方法 

   審査項目については別紙「評価表」のとおりとし、採点は「雲南市デジタル

航空写真撮影・森林航空レーザ計測等人材育成業務提案評価採点表」による。 

（４）選定 

   審査評価点が最高得点を得た者を契約予定事業者として選定し、次に得点の 

高かった者を、次点の契約予定事業者として選定する。 

 最高得点に同数が出た場合については、提案価格が廉価であった者を契約予 

定事業者として、さらに見積額が同額であった場合は、選定委員会の投票で選 

定する。 

 契約予定事業者が何らかの理由により契約を締結できなかった場合について 

は、次点の事業者を契約予定事業者とする。 

 

７ その他 

（１）本プロポーザルに要する経費及び提出に関する費用はすべて参加者の負担と 

する。 

（２）提出書類等で用いる言語は日本語、通貨は日本円とする。 

（３）提出後の技術提案書等の修正、変更又は追加は認めない。 

（４）提出された書類は一切返却しないものとする。 

（５）提出する技術提案書は、１事業者につき１案とする。 

（６）参加表明書の提出後に参加を辞退する場合は、すみやかに事務局へ連絡する 

こと。 
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（７）技術提案書等の著作権は企画提案者に帰属する。ただし、本市が本プロポー

ザルの審査及び議会報告で必要と判断した場合は、技術提案書等資料の複製及

び内容を無償で使用できるものとする。 

（８）業務委託契約を締結した事業者の技術提案書等の内容については、本市が必

要とする範囲で公開することがある。 

（９）記載すべき事項の全部又は一部を記載せず、又は書類に虚偽の記載をし、こ

れを提出した者は、失格とする。 
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（別紙１） 

評 価 表 

業務名：雲南市デジタル航空写真撮影・森林航空レーザ計測等人材育成業務 

分類 評価項目 

1.企業評価 保有資格・業務実績・地域精通度等（5 点満点） 

2.実績評価 配置予定技術者の能力及び経験（10 点満点） 

3.提案書評価 ①業務の理解度（5 点満点） 

②実施手順、作業工程（5 点満点） 

③無人航空機操作技能やレーザ計測等に係る技術講習の

実施方法又は装備等について（20 点満点） 

④デジタルデータの活用等に関する講習の実施方法につ

いて（20 点満点） 

⑤業務成果の林業振興への活用方法について（10 点満点） 

⑥業務成果の林業以外の行政事務への活用方法と技術提

案について（10 点満点） 

⑦その他提案及びプレゼンテーション等について（5 点

満点） 

4.提案価格評価 提案価格の妥当性（10 点満点） 

総合計 100 点満点 

  


